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部 名
ペ ー ジ
番 号

資　料　名

総 務 1 防犯カメラの設置状況及び犯罪認知件数の推移状況一覧 江口

総 務 2 （直営・地域）青色防犯パトロール活動の地域別の活動時間 江口

総 務 3 平成30年度(2018年度)～令和4年度(2022年度)対象別防犯講座実施回数一覧 江口

総 務 4 令和4年度（2022年度）吹田市一斉合同防災訓練における地域別開催状況及び小中学校との連携一覧 浜川

総 務 5～8 過去５年間の部局別事故件数及び内容（財政総務分科会分担分） 泉井

総 務 9 平成30年度（2018年度）～令和４年度（2022年度）　公益内部通報の件数及びその内容 後藤

総 務 10 過去６年間の事務職に係る人事異動及び兼務の状況 乾

総 務 11 時間外勤務時間数が月100時間超又は連続する２～６か月平均のいずれかが80時間超の職員数（過去３年間） 後藤

総 務 12 職員団体等との主な協定 後藤

総 務 13 令和４年度（2022年度） 職員を派遣している団体及び人数一覧 後藤

総 務 14 過去３年間の職員の資格取得又は更新・試験合格のために人事室が支援を行った件数及び資格・試験の種類 後藤

総 務 15
過去５年間の職員採用候補者試験における内定者数、辞退者数及び辞退理由（平成30年度（2018年度）～令和４
年度（2022年度）実施試験）

江口

総 務 16 過去５年間の新規採用後３年以内の依願退職者数（部局別） 江口

総 務 17～19 過去３年間の月別超過勤務時間数の一覧（部局別の平均値と最大値） 浜川

総 務 20 過去５年間の職員及び管理職の男女比率 竹村

総 務 21 過去５年間の部局別時間外勤務時間数の推移 竹村

行政経営 1 過去10年間の一般会計収支状況、財政調整基金の積立額・繰入額及び臨時財政対策債発行額の推移 乾

行政経営 2 過去10年間の予算及び決算における財政調整基金残高の推移 乾

行政経営 3 企業版ふるさと納税制度 江口

行政経営 4～6 過去５年間における財政調整基金の繰入状況及び残高 浜川 竹村

行政経営 7 令和４年度（2022年度）に実施した情報セキュリティ研修の状況等 江口

行政経営 8～19 第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 浜川

税 務 1 過去10年間の市税収入の当初見込額及び決算額の比較 乾

税 務 2～3 過去10年間の市税の課税誤りの件数、内容及びその対応 乾

要求委員名



部 名
ペ ー ジ
番 号

資　料　名 要求委員名

税 務 4～7 新芦屋下周辺の地番参考図 江口

税 務 8 市税の不納欠損額及び収入未済額の状況（過去５年間） 浜川

会 計 室 1 過去５年間の基金の運用状況等 乾

消 防 1 「消防力の整備指針」の達成状況 竹村

消 防 2 過去３年間の消防職員の人事異動における異動日及び内示日 泉井

消 防 3 過去５年間の救急講座の開催回数及び参加者数 浜川

消 防 4 救急車の出動件数、到着時間、病院等への搬送時間に関する近隣他市との比較 竹村

公平委員会
事 務 局 1 本市に届出のある職員団体等の名称、概要及び所在地 後藤

公平委員会
事 務 局 2 過去5年間（平成30年度（2018年度）～令和4年度（2022年度））の公平委員会への相談件数及びその内容 後藤
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部 名
ペ ー ジ
番 号

資　料　名

総 務 1 防犯カメラの設置状況及び犯罪認知件数の推移状況一覧 江口

総 務 2 （直営・地域）青色防犯パトロール活動の地域別の活動時間 江口

総 務 3 平成30年度(2018年度)～令和4年度(2022年度)対象別防犯講座実施回数一覧 江口

総 務 4 令和4年度（2022年度）吹田市一斉合同防災訓練における地域別開催状況及び小中学校との連携一覧 浜川

総 務 5～8 過去５年間の部局別事故件数及び内容（財政総務分科会分担分） 泉井

総 務 9 平成30年度（2018年度）～令和４年度（2022年度）　公益内部通報の件数及びその内容 後藤

総 務 10 過去６年間の事務職に係る人事異動及び兼務の状況 乾

総 務 11 時間外勤務時間数が月100時間超又は連続する２～６か月平均のいずれかが80時間超の職員数（過去３年間） 後藤

総 務 12 職員団体等との主な協定 後藤

総 務 13 令和４年度（2022年度） 職員を派遣している団体及び人数一覧 後藤

総 務 14 過去３年間の職員の資格取得又は更新・試験合格のために人事室が支援を行った件数及び資格・試験の種類 後藤

総 務 15
過去５年間の職員採用候補者試験における内定者数、辞退者数及び辞退理由（平成30年度（2018年度）～令和４
年度（2022年度）実施試験）

江口

総 務 16 過去５年間の新規採用後３年以内の依願退職者数（部局別） 江口

総 務 17～19 過去３年間の月別超過勤務時間数の一覧（部局別の平均値と最大値） 浜川

総 務 20 過去５年間の職員及び管理職の男女比率 竹村

総 務 21 過去５年間の部局別時間外勤務時間数の推移 竹村

要求委員名





平成29年度
(2017年度)

平成30年度
(2018年度)

令和元年度
(2019年度)

令和2年度
(2020年度)

令和3年度
(2021年度)

令和4年度
(2022年度)

危機管理室所管分 186台 371台 562台 562台 707台 804台

その他部署所管分 22台 105台 105台 105台 105台 101台

208台 476台 667台 667台 812台 905台

189件 428件 478件 576件 543件 611件

平成29年
（2017年）

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

令和4年
（2022年）

認知件数※
2,842件 2,374件 2,113件 1,576件 1,486件 1,629件

前年増減数 ▲468件 ▲261件 ▲537件 ▲90件 143件

前年増減率 ▲16.5% ▲11.0% ▲25.4% ▲5.7% 9.6%

府 認知件数※
107,023件 95,558件 84,672件 68,351件 62,690件 68,807件

総務部危機管理室

防犯カメラの設置状況及び犯罪認知件数の推移状況一覧

■犯罪認知件数推移状況

■防犯カメラ設置状況

吹田市

防犯カメラ
設置台数

合計

防犯カメラ閲覧申請件数
（危機管理室所管分）

※認知件数は大阪府警察本部HPより抜粋
　（集計は年単位によるもの）
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図 府及び吹田市における犯罪認知件数推移状況
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（単位：件）

総務部（１）
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総務部危機管理室 

（直営・地域）青色防犯パトロール活動の地域別の活動時間 

図 青色防犯パトロール活動エリア一覧 

活動数 時間帯

①
平成18年(2006年)

8月21日
千三地区青色防犯パトロール隊 1 千里第三地区 週５回

・学童下校時
（月～金）14時～16時、（木）17時～19時
・地域行事、災害時等の緊急パトロールあり

②
平成18年(2006年)

11月14日
南千里地区青色防犯パトロール隊 1

南千里５地区
(佐竹台・高野台・
津雲台・桃山台・
竹見台)

週７回
7時～20時
※5地区が週替わりで運行

③
平成19年(2007年)

7月3日
吹田東地区青色防犯パトロール隊 1 吹田東地区

週２回
以上

・学童の登下校時（昼・夕方）
・夜間・休日は不定期
※月ごとに3地域で輪番制

④
平成20年(2008年)

10月8日
千里新田地区青色防犯パトロール隊 1 千里新田地区 週５回

・学童の登下校時（午前１回、午後１回）
・地域防犯パトロール等随時

⑤
平成21年(2009年)

3月16日
岸部地区青色防犯パトロール隊 1

岸部第一地区・
岸部第二地区

週７回

・学童の下校時
（月水金）14:30～16:30、（火木）13:30～14:30
・地域防犯パトロール
（土日13:30～14:30）

⑥
平成23年(2011年)

8月9日
南山田地区青色防犯パトロール隊 1 南山田地区 週５回

・子ども見守りパトロール
（月水金　14時～16時）
・地域防犯パトロール
（水）15時～17時、（木）15時～18時）
・地域行事、災害時の緊急パトロールあり

⑦
平成23年(2011年)

11月24日
あずま自治会青色防犯パトロール隊 1 吹田東地区

週２回
～
３回

・学童の登下校時
・地域防犯パトロール等随時

⑧
平成24年(2012年)

12月7日
吹田防犯協議会東山田支部 1

東山田地区・
山田第二地区

週４回

・登下校時の見守りパトロール
（月火木金）7：30～8：30、
（火木）14：30～15：30、
　月１回月曜16：30～17：30
・地域防犯パトロール等随時

⑨
平成26年(2014年)

8月14日
西山田地区青少年対策委員会 1 西山田地区 週６回

・子ども見守り、地域防犯パトロール
（月～金）7時～9時、17時～18時
（土）20時～21時
・地域行事、災害時等のパトロールあり

⑩
令和元年(2019年)

10月8日
山三地区青色防犯パトロール 1 山田第三小学校区 週7回

・子ども見守り、地域防犯パトロール
　7時30分～8時30分、15時30分～16時30分
・地域行事、災害時等のパトロールあり

⑪
平成28年(2016年)

7月5日
アプコ青色防犯パトロール隊 1

豊二地区
江坂駅周辺

⑫
平成25年(2013年)

8月23日
江坂企業協議会青色防犯パトロール隊 21 吹田市全域

⑬
平成17年(2005年)

5月17日
吹田市（総務部危機管理室） 1 吹田市全域 週５回

・子ども見守り、地域防犯パトロール
（月）7時30分～15時
（火水木）13時～20時45分
（金）11時～18時55分
・災害時等の緊急パトロールあり

発足日 団体名 台数 活動地区
活動計画

総務部（ 2 ）



回数 参加人数 回数 参加人数 回数 参加人数 回数 参加人数 回数 参加人数

1 防犯講座 一般 7回 170人 8回 234人 - - - - 4回 85人

2 児童防犯講座 児童 5回 211人 7回 449人 - - - - 3回 61人

3 小学生向け防犯教室
小学4年生～

6年生 10回 892人

12回 381人 15回 683人 - - - - 17回 1,038人

総務部危機管理室

令和元年度
（2019年度）

令和2年度
（2020年度）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

平成30年度(2018年度)～令和4年度(2022年度)対象別防犯講座実施回数一覧

※令和2年度（2020年度）、令和3年度（2021年度）は、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため開催せず。

合計

対象者啓発種別

平成30年度
（2018年度）

総務部（ 3 ）
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地
区

藤
白
台
小
学
校

○
ー

ー
※
地
域
訓
練
は
別
日
で
実
施

青
山
台
地
区

青
山
台
小
学
校

○
○

安
否
確
認

桃
山
台
地
区

桃
山
台
小
学
校

○
○

物
資
確
認
、
安
否
確
認
、

避
難
所
設
営
等

千
里
た
け
み
台
小
学
校

○
○

ー
竹
見
台
中
学
校

ー
○

ー

※
３
　
小
学
校
以
外
の
場
所
を
拠
点
と
し
て
消
火
訓
練
、
安
否
確
認
等
の
地
域
独
自
訓
練
を
実
施
し
て
い
る
場
合
あ
り

　
　
　
①
避
難
所
開
設
訓
練
：避
難
所
開
設
セ
ッ
ト
等
を
用
い
、
避
難
所
受
付
の
設
置
及
び
パ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
の
展
開
等

　
　
　
②
物
資
・防
災
設
備
確
認
訓
練
：小
学
校
に
分
散
備
蓄
さ
れ
て
い
る
物
資
や
防
災
行
政
無
線
個
別
受
信
機
等
の
防
災
設
備
の
確
認

※
地
域
訓
練
は
新
型
コ
ロ
ナ

の
影
響
に
よ
り
見
送
り

北
山
田
地
区

竹
見
台
地
区

※
１
　
地
域
や
自
主
防
災
組
織
、
緊
急
防
災
要
員
、
各
施
設
管
理
者
な
ど
が
連
携
し
、
市
の
災
害
対
策
本
部
と
の
相
互
の
情
報
伝
達
を
実
施
。

※
２
　
一
斉
合
同
防
災
訓
練
に
あ
わ
せ
て
実
施
さ
れ
て
い
る
地
域
独
自
訓
練
。

　
　
　
上
記
以
外
に
も
、
一
斉
合
同
防
災
訓
練
に
あ
わ
せ
て
緊
急
防
災
要
員
独
自
訓
練
を
実
施
。

○
○

消
火
訓
練
、
安
否
確
認
、

給
水
タ
ン
ク
組
立
等

千
里
丘
地
区

南
山
田
小
学
校

南
山
田
地
区

吹
一
・吹
六
地
区

吹
南
地
区

岸
部
地
区

豊
一
地
区

江
坂
大
池
小
学
校

総
務
部
危
機
管
理
室

令
和
4
年
度
（
2
0
2
2
年
度
）
吹
田
市
一
斉
合
同
防
災
訓
練
に
お
け
る
地
域
別
開
催
状
況
及
び
小
中
学
校
と
の
連
携
一
覧

各
地
区

小
中
学
校
と
の
連
携
状
況

備
考

小
中
学
校
名

(連
携
の
あ
っ
た

学
校
を
記
載
)

訓
練
内
容

総務部（ 4 ）



過
去
５
年
間
の
部
局
別
事
故
件
数
及
び
内
容
（財
政
総
務
分
科
会
分
担
分
）
　
N
o
.1

１
　
総
務
部
（４
件
）

1
令
和
４
年
度

（2
0
2
2
年
度
）

令
和
５
年
３
月
４
日

（
2
0
2
3
年
）

自
損

総
務
室

2
令
和
４
年
度

（2
0
2
2
年
度
）

令
和
４
年
９
月
2
7
日

（
2
0
2
2
年
）

自
損

危
機
管
理
室

3
令
和
２
年
度

（2
0
2
0
年
度
）

令
和
３
年
１
月
1
3
日

（
2
0
2
1
年
）

被
害

総
務
室

4
令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
８
月
５
日

（
2
0
1
9
年
）

自
損

総
務
室

２
　
税
務
部
（６
件
）

1
令
和
３
年
度

（2
0
2
1
年
度
）

令
和
３
年
1
1
月
８
日

（
2
0
2
1
年
）

自
損

資
産
税
課

2
令
和
２
年
度

（2
0
2
0
年
度
）

令
和
２
年
1
2
月
1
8
日

（
2
0
2
0
年
）

加
害

資
産
税
課

3
令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
1
2
月
2
0
日

（
2
0
1
9
年
）

自
損

資
産
税
課

4
令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
８
月
2
1
日

（
2
0
1
9
年
）

自
損

資
産
税
課

5
平
成
3
0
年
度

（2
0
1
8
年
度
）

平
成
3
1
年
１
月
４
日

（
2
0
1
9
年
）

自
損

資
産
税
課

6
平
成
3
0
年
度

（2
0
1
8
年
度
）

平
成
3
0
年
８
月
2
7
日

（
2
0
1
8
年
）

自
損

資
産
税
課

総
務
部
総
務
室

運
行
室
課

運
行
室
課

項
番

項
番

年
度

事
故
種
別

（加
害
・自
損
・被
害
）

年
度

事
故
種
別

（加
害
・自
損
・被
害
）

事
故
発
生

年
月
日

事
故
発
生

年
月
日

総務部（ 5 ）



過
去
５
年
間
の
部
局
別
事
故
件
数
及
び
内
容
（財
政
総
務
分
科
会
分
担
分
）
　
N
o
.2

３
　
消
防
本
部
（２
９
件
）

1
令
和
４
年
度

（2
0
2
2
年
度
）

令
和
５
年
３
月
１
１
日

（
2
0
2
２
年
）

被
害

指
令
情
報
室

2
令
和
４
年
度

（2
0
2
2
年
度
）

令
和
５
年
２
月
１
７
日

（
2
0
2
２
年
）

加
害

西
消
防
署

3
令
和
４
年
度

（2
0
2
2
年
度
）

令
和
４
年
１
２
月
９
日

（
2
0
2
２
年
）

加
害

東
消
防
署

4
令
和
４
年
度

（2
0
2
2
年
度
）

令
和
４
年
１
０
月
１
０
日

（
2
0
2
２
年
）

自
損

西
消
防
署

5
令
和
４
年
度

（2
0
2
2
年
度
）

令
和
４
年
６
月
２
０
日

（
2
0
2
２
年
）

被
害

東
消
防
署

6
令
和
４
年
度

（2
0
2
2
年
度
）

令
和
４
年
６
月
１
９
日

（
2
0
2
２
年
）

自
損

北
消
防
署

7
令
和
３
年
度

（2
0
2
1
年
度
）

令
和
４
年
３
月
２
５
日

（
2
0
2
２
年
）

加
害

西
消
防
署

8
令
和
３
年
度

（2
0
2
1
年
度
）

令
和
３
年
８
月
１
５
日

（
2
0
2
１
年
）

加
害

南
消
防
署

9
令
和
２
年
度

（2
0
2
0
年
度
）

令
和
３
年
１
月
７
日

（
2
0
2
１
年
）

被
害

総
務
予
防
室

1
0

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
２
年
１
月
１
６
日

（
2
0
２
０
年
）

自
損

南
消
防
署

1
1

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
２
年
１
月
１
３
日

（
2
0
２
０
年
）

加
害

西
消
防
署

1
2

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
１
２
月
１
７
日

（
2
0
１
９
年
）

自
損

北
消
防
署

1
3

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
１
２
月
１
１
日

（
2
0
１
９
年
）

被
害

南
消
防
署

総
務
部
総
務
室

項
番

年
度

事
故
種
別

（加
害
・自
損
・被
害
）

運
行
室
課

事
故
発
生

年
月
日

総務部（ 6 ）



過
去
５
年
間
の
部
局
別
事
故
件
数
及
び
内
容
（財
政
総
務
分
科
会
分
担
分
）
　
N
o
.3

1
4

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
１
１
月
２
２
日

（
2
0
１
９
年
）

自
損

南
消
防
署

1
5

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
１
０
月
３
１
日

（
2
0
１
９
年
）

自
損

南
消
防
署

1
6

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
１
０
月
２
７
日

（
2
0
１
９
年
）

加
害

総
務
予
防
室

（消
防
団
）

1
7

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
８
月
１
５
日

（
2
0
１
９
年
）

加
害

東
消
防
署

1
8

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
８
月
４
日

（
2
0
１
９
年
）

加
害

東
消
防
署

1
9

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
７
月
１
２
日

（
2
0
１
９
年
）

被
害

総
務
予
防
室

2
0

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
６
月
１
２
日

（
2
0
１
９
年
）

自
損

南
消
防
署

2
1

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
５
月
２
６
日

（
2
0
１
９
年
）

加
害

北
消
防
署

2
2

令
和
元
年
度

（2
0
1
9
年
度
）

令
和
元
年
５
月
２
１
日

（
2
0
１
９
年
）

被
害

警
防
救
急
室

2
3

平
成
３
0
年
度

（2
0
1
8
年
度
）

平
成
３
0
年
１
１
月
２
６
日

（
2
0
1
8
年
）

自
損

南
消
防
署

2
4

平
成
３
0
年
度

（2
0
1
8
年
度
）

平
成
３
0
年
１
１
月
１
６
日

（
2
0
1
8
年
）

自
損

警
防
救
急
室

2
5

平
成
３
0
年
度

（2
0
1
8
年
度
）

平
成
３
0
年
１
０
月
２
１
日

（
2
0
1
8
年
）

自
損

西
消
防
署

2
6

平
成
３
0
年
度

（2
0
1
8
年
度
）

平
成
３
0
年
７
月
２
９
日

（
2
0
1
8
年
）

自
損

西
消
防
署

総
務
部
総
務
室

項
番

年
度

事
故
種
別

（加
害
・自
損
・被
害
）

運
行
室
課

事
故
発
生

年
月
日

総務部（ 7 ）



過
去
５
年
間
の
部
局
別
事
故
件
数
及
び
内
容
（財
政
総
務
分
科
会
分
担
分
）
　
N
o
.4

2
7

平
成
３
0
年
度

（2
0
1
8
年
度
）

平
成
３
０
年
７
月
５
日

（
2
0
1
8
年
）

被
害

総
務
予
防
室

2
8

平
成
３
0
年
度

（2
0
1
8
年
度
）

平
成
３
0
年
６
月
１
８
日

（
2
0
1
8
年
）

自
損

南
消
防
署

2
9

平
成
３
0
年
度

（2
0
1
8
年
度
）

平
成
３
0
年
６
月
７
日

（
2
0
1
8
年
）

自
損

西
消
防
署

※
　
事
故
に
つ
い
て
は
、
保
険
に
よ
る
賠
償
の
適
用
を
受
け
た
も
の
の
う
ち
、
車
両
の
運
行
室
課
が

　
財
政
総
務
分
科
会
の
所
管
室
課
で
あ
る
も
の
を
記
載
し
て
い
ま
す
。

※
　
財
政
総
務
分
科
会
の
所
管
室
課
の
う
ち
、
行
政
経
営
部
、
会
計
室
、
議
会
事
務
局
、
選
挙
管
理

　
委
員
会
事
務
局
、
監
査
委
員
事
務
局
、
公
平
委
員
会
事
務
局
の
運
行
に
よ
る
事
故
は
あ
り
ま
せ
ん
。

総
務
部
総
務
室

項
番

年
度

事
故
種
別

（加
害
・自
損
・被
害
）

運
行
室
課

事
故
発
生

年
月
日

総務部（ 8 ）



総務部（ 9 ）



総務部人事室

（単位：人）

平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

令和元年度
（2019年度）

令和2年度
（2020年度）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

198 215 206 250 236 266

 在室課1年以内 25 29 24 40 35 53

 在室課1年超～3年以内 49 70 77 97 90 94

 在室課3年超～5年以内 46 37 45 62 68 74

 在室課5年超 78 79 60 51 43 45

33 40 29 72 113 115

※図書館司書・大阪府教育委員会割愛採用を除く。

過去６年間の事務職に係る人事異動及び兼務の状況

 異動者数（4月1日付）

 兼務者数（年度中）

総務部（ 10 ）



総務部人事室

（単位：人）　

部局名
令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

総務部 15 10 5
行政経営部 1
税務部 2 11 2
市民部 3 2
都市魅力部 5 3 4
児童部 14 10 9
福祉部 4 7 3
健康医療部 21 24 5
環境部

都市計画部 1
土木部 1 2
下水道部

会計室 2
消防本部

議会事務局 2 3 3
選挙管理委員会事務局 9 7
監査委員事務局

農業委員会事務局

学校教育部 16 15 11
地域教育部 9 5 4
水道部

合計 94 102 54
※主査級以下は時間外勤務時間数により算出。
※課長代理級以上は在職場時間数により算出（消防本部は除く）。
※年度途中に異動した職員については異動後の所属で算出。

時間外勤務時間数が月100時間超又は連続する２～６か月平均のいずれかが80時間超の職員数（過去３年間）

総務部（ 11 ）



総務部人事室

部局名 協定年月日 協定内容

平成24年（2012年）3月30日 普通公用自動車について、自動車運転手以外の職員も、運転できるものとする

平成28年（2016年）6月15日
労使交渉に関する協定（交渉の範囲、交渉の効果、予備交渉、交渉員、交渉内容
の公表、勤務時間内の交渉等）

平成28年（2016年）6月15日
吹田市職員労働組合等への便宜供与に関する協定（組合費のチェックオフ、組合
事務所の供与、庁舎内の掲示板等、在職専従の許可及び職務専念義務の免除）

職員団体等との主な協定

総務部

総務部（ 12 ）



総務部人事室

（単位：人）

団体名 部署等

経済産業省　商務情報政策局　商務・サービスグループ ヘルスケア産業課 1

厚生労働省　子ども家庭局家庭福祉課 1

環境省　大臣官房地域脱炭素事業推進課 1

国土交通省　国土政策局総合計画課 1

国土交通省　都市局市街地整備課 1

内閣府 1

茨木保健所地域保健課（交流派遣） 1

池田保健所地域保健課（交流派遣） 1

都市整備部道路室道路整備課 1

都市整備部河川室河川整備課 1

都市整備部下水道室事業課 1

総務部市町村課 1

健康医療部保健医療室医療対策課 1

政策企画部危機管理室災害対策課 1

大阪府立消防学校 － 1

大阪府後期高齢者医療広域連合 資格管理課 1

大阪広域水道企業団 － 1

兵庫県西宮市 政策局政策総括室政策総務課（NATS人事交流） 1

公益社団法人　2025年日本国際博覧会協会 整備局会場整備部建築2課 1

国立研究開発法人　国立循環器病研究センター 産学連携本部事業化推進室 1

地方独立行政法人　市立吹田市民病院 － 11

独立行政法人　国際協力機構（JICA） ブラジル国サンパウロ州ジャカレイ日本語学校 1

32合計

大阪府（8）

令和４年度（2022年度） 職員を派遣している団体及び人数一覧

派遣先
人数

国（6）

総務部（ 13 ）



総務部人事室

年度 件数 資格・試験の種類

令和４年度（2022年度） ６件

土地区画整理士
土地家屋調査士
土木施工管理技士（２件）
宅地建物取引士
電気主任技術者

令和３年度（2021年度） ３件
コンクリート技士
宅地建物取引士
簿記検定

令和２年度（2020年度） ７件

電気主任技術者
簿記検定
構造計算適合判定資格者検定
乙種消防設備士（６類）
甲種消防設備士（４類）
危険物取扱者　乙４種
TOEIC

過去３年間の職員の資格取得又は更新・試験合格のために人事室が支援を行った件数及び資格・試験の種類

総務部（ 14 ）



過去５年間の職員採用候補者試験における内定者数、辞退者数及び辞退理由 総務部人事室

（平成30年度（2018年度）～令和４年度（2022年度）実施試験）

単位：人

試験実施年度 内定者数 辞退者数 辞退理由 人数

他自治体へ就職 9

国家公務員へ就職 2

民間企業へ就職 2

公社へ就職 1

現職継続 1

その他 3

他自治体へ就職 16

国家公務員へ就職 6

現職継続 1

その他 12

他自治体へ就職 43

国家公務員へ就職 5

民間企業へ就職 2

現職継続 6

その他 9

他自治体へ就職 43

国家公務員へ就職 2

その他 2

他自治体へ就職 41

民間企業へ就職 5

大学職員へ就職 2

警察へ就職 1

現職継続 2

その他 3

令和元年度

（2019年度）
123 35

平成30年度

（2018年度）
97 18

令和４年度

（2022年度）
154 54

令和２年度

（2020年度）
234 65

令和３年度

（2021年度）
142 47

総務部（ 15 ）



総務部人事室

（単位：人）

部局名
平成30年度
（2018年度）

令和元年度
（2019年度）

令和2年度
（2020年度）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

総務部 1 1
行政経営部

税務部 1 1
市民部 1
都市魅力部 1 1
児童部 4 2 1 4
福祉部 1 2
健康医療部 1 3 2 1
環境部 1 2
都市計画部

土木部 1
下水道部

会計室

消防本部 1 2 3
議会事務局

選挙管理委員会事務局

監査委員事務局

農業委員会事務局

学校教育部 1 1
地域教育部 1 1 1
水道部 1

合計 11 9 3 4 17
※人数は、退職時の所属部局でカウント。

※大阪府教育委員会割愛採用を除く。

過去５年間の新規採用後３年以内の依願退職者数（部局別）

総務部（ 16 ）



総務部人事室

【令和２年度（2020年度）】 （単位：時間）

平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大

総務部 29 123 26 122 24 99 21 98 22 108 27 149 26 125 25 120 21 104 26 116 24 127 29 104

行政経営部 25 61 21 63 20 52 12 41 11 51 14 49 19 46 15 49 18 61 22 64 17 47 11 32

税務部 22 81 15 96 19 89 14 59 10 49 10 54 10 44 8 45 10 50 18 85 24 82 27 84

市民部 20 120 14 67 11 78 11 80 10 130 12 78 11 95 12 82 11 79 13 90 12 79 18 123

都市魅力部 21 85 19 88 18 96 16 69 13 57 20 81 28 104 19 66 12 43 16 59 14 46 17 78

児童部 13 120 11 96 11 84 13 99 11 85 13 109 14 98 14 101 11 90 13 80 13 87 15 106

福祉部 20 99 16 102 16 86 15 91 12 93 17 80 15 71 13 82 11 73 12 75 13 74 23 104

健康医療部 30 172 18 102 17 99 23 127 18 125 19 90 18 76 17 99 17 93 21 95 16 85 21 81

環境部 7 49 7 62 7 47 7 78 6 45 8 49 9 36 7 32 7 31 5 30 7 46 8 93

都市計画部 14 68 11 73 12 70 13 57 9 43 11 54 12 62 11 52 11 50 11 52 10 54 14 60

土木部 15 70 14 76 19 88 16 75 12 67 20 75 19 80 13 60 14 63 15 65 15 116 22 142

下水道部 9 62 10 56 10 49 12 59 7 50 10 58 11 58 9 49 10 53 11 61 10 51 15 65

会計室 32 87 30 99 28 73 21 60 13 41 15 52 22 96 11 37 15 59 13 40 10 39 17 56

消防本部 6 63 7 44 7 59 7 60 7 52 7 66 7 62 8 49 7 73 6 45 5 35 7 61

議会事務局 32 75 33 92 40 94 25 60 28 104 37 76 36 100 27 76 27 68 24 60 27 66 36 73

選挙管理員会事務局 5 12 4 8 5 11 5 11 5 11 6 16 7 14 3 7 4 8 4 9 4 9 5 14

監査委員事務局 14 26 7 14 29 52 17 27 13 23 14 20 14 25 11 16 12 19 11 23 8 15 18 43

農業委員会事務局 7 17 5 14 12 24 7 15 8 19 9 20 12 22 9 13 11 25 4 9 5 10 7 16

学校教育部 18 107 15 105 17 106 14 94 10 73 15 100 16 101 14 98 13 84 14 92 15 93 18 120

地域教育部 15 99 15 119 15 104 17 138 14 91 18 137 19 133 19 134 17 144 19 98 15 107 19 114

水道部 11 86 9 70 12 68 11 67 12 88 12 63 15 86 14 72 13 71 12 95 10 73 14 81

※主査級以下職員は時間外勤務申請時間、課長代理級以上職員は時間外在職場時間により算出。

過去３年間の月別超過勤務時間数の一覧（部局別の平均値と最大値）　No.1

4月 5月 6月 7月 8月 3月
部局名

9月 10月 11月 12月 1月 2月

総務部（ 17 ）



総務部人事室

【令和３年度（2021年度）】 （単位：時間）

平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大

総務部 24 98 18 84 20 111 17 107 17 151 19 124 22 125 19 123 18 133 21 98 22 119 28 126

行政経営部 15 58 13 63 17 52 12 33 12 37 16 82 21 72 21 55 23 74 29 86 15 43 13 54

税務部 19 92 14 87 16 86 10 58 10 57 9 60 9 100 8 67 8 67 16 90 22 87 28 124

市民部 14 94 9 94 8 116 8 61 8 72 8 89 8 94 7 40 7 48 11 109 10 60 16 102

都市魅力部 18 62 14 67 24 94 27 98 15 76 21 75 17 69 16 67 13 52 15 101 17 99 18 77

児童部 15 109 12 157 12 107 12 130 9 102 9 104 13 128 12 74 9 71 12 116 10 96 15 121

福祉部 21 103 15 99 18 103 18 98 16 100 17 86 18 148 14 77 13 99 16 83 14 87 24 130

健康医療部 31 124 24 182 24 139 23 145 32 132 23 124 16 115 14 92 15 91 31 127 25 120 26 124

環境部 7 55 6 41 6 59 9 43 6 70 6 46 7 48 7 47 8 46 7 40 7 45 7 51

都市計画部 12 51 9 55 12 62 13 55 11 77 14 96 14 51 13 67 11 58 13 67 11 74 14 71

土木部 14 70 13 58 17 91 13 59 11 52 16 80 13 54 9 55 11 59 13 90 14 142 16 94

下水道部 11 57 9 59 9 57 9 56 10 57 8 74 11 80 8 77 6 57 12 60 9 47 10 41

会計室 20 48 17 53 20 68 13 49 9 45 8 28 10 42 5 30 6 22 10 40 6 23 11 40

消防本部 8 73 7 56 7 57 7 65 7 60 7 74 8 68 7 59 9 60 9 65 7 51 7 59

議会事務局 32 78 33 89 42 87 23 65 30 79 36 99 30 79 31 78 35 74 34 90 38 86 51 114

選挙管理員会事務局 4 32 4 34 3 23 2 7 1 7 9 25 117 159 1 7 1 6 4 15 4 30 4 32

監査委員事務局 13 45 15 45 35 87 26 44 23 54 22 63 21 60 17 51 13 43 18 57 14 33 21 60

農業委員会事務局 6 9 3 10 3 10 12 32 0 0 3 10 17 33 10 16 1 2 3 5 4 13 4 12

学校教育部 19 112 13 97 15 126 12 117 11 99 15 109 14 146 12 113 11 100 15 136 15 98 16 118

地域教育部 17 85 11 52 14 63 17 85 17 111 17 109 17 112 14 91 13 95 19 111 16 107 19 167

水道部 10 61 9 72 13 73 12 74 11 65 14 61 19 90 13 69 12 63 13 75 11 64 15 95

※主査級以下職員は時間外勤務申請時間、課長代理級以上職員は時間外在職場時間により算出。

12月 1月 2月 3月

過去３年間の月別超過勤務時間数の一覧（部局別の平均値と最大値）　No.2

部局名
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

総務部（ 18 ）



総務部人事室

【令和４年度（2022年度）】 （単位：時間）

平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大

総務部 24 144 21 91 27 105 23 76 23 90 29 96 25 103 22 99 21 82 23 80 24 104 29 94

行政経営部 13 50 17 64 27 80 18 65 14 66 15 38 25 72 24 63 25 88 23 89 14 44 10 48

税務部 20 96 12 74 14 78 10 52 7 72 10 83 9 60 6 62 7 46 10 60 15 64 20 94

市民部 12 72 10 52 10 64 10 62 7 39 10 68 10 68 9 83 9 60 11 68 12 63 15 79

都市魅力部 18 67 16 55 24 81 21 107 20 116 28 81 21 72 15 52 13 44 20 65 18 61 20 76

児童部 16 135 12 101 13 86 11 93 9 72 11 72 13 88 11 75 10 72 12 72 13 79 15 98

福祉部 20 99 17 70 19 96 19 96 15 77 18 98 16 87 15 89 15 71 16 78 16 86 22 91

健康医療部 22 107 17 78 20 82 19 110 18 96 19 99 15 66 14 71 15 76 17 74 15 69 20 107

環境部 7 53 8 43 9 49 8 48 5 30 7 53 7 41 7 39 7 36 6 39 8 41 7 48

都市計画部 10 54 8 45 14 54 12 64 8 61 13 76 10 60 11 52 9 41 11 64 11 59 11 72

土木部 11 100 10 74 14 71 10 57 9 39 14 57 13 73 10 52 8 47 10 49 12 52 13 80

下水道部 10 54 8 57 7 42 8 66 6 62 9 55 10 54 7 49 6 34 11 63 9 52 12 52

会計室 18 60 14 44 15 49 13 46 8 42 13 44 11 54 3 14 6 30 9 30 7 34 9 36

消防本部 7 77 7 46 8 49 11 54 8 51 10 65 10 59 9 59 9 45 10 54 7 49 9 64

議会事務局 27 54 33 69 47 85 29 92 35 98 42 92 46 109 49 115 44 123 36 111 44 87 32 92

選挙管理員会事務局 19 74 19 38 86 150 53 74 1 7 5 12 7 52 2 13 12 42 47 121 40 80 88 148

監査委員事務局 15 31 20 61 25 63 18 49 28 60 26 60 21 57 16 50 15 56 22 84 11 34 20 77

農業委員会事務局 9 18 5 14 10 25 9 23 3 5 9 16 15 26 3 9 8 20 2 4 2 5 6 16

学校教育部 18 118 14 110 17 97 13 81 11 87 14 87 15 94 12 105 11 83 12 94 13 89 15 108

地域教育部 19 127 16 88 19 96 18 101 16 83 18 77 17 73 19 105 13 66 16 72 16 87 20 96

水道部 14 68 12 59 14 71 14 75 11 68 14 74 15 77 15 70 14 70 14 72 14 69 14 62

※主査級以下職員は時間外勤務申請時間、課長代理級以上職員は時間外在職場時間により算出。

12月 1月 2月 3月

過去３年間の月別超過勤務時間数の一覧（部局別の平均値と最大値）　No.3

部局名
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

総務部（ 19 ）



総務部人事室

（単位：％）

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

職員 60.9 39.1 60.6 39.4 60.5 39.5 59.4 40.6 59.3 40.7

管理職 74.9 25.1 75.3 24.7 75.0 25.0 73.7 26.3 74.5 25.5

※各年度4月1日時点。

※再任用短時間勤務職員を除く。

※管理職比率は課長代理級以上の職員比率。

過去５年間の職員及び管理職の男女比率

令和2年度
（2020年度）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

平成30年度
（2018年度）

令和元年度
（2019年度）

総務部（ 20 ）



総務部人事室

人数
（人）

平均時間数
（時間）

人数
（人）

平均時間数
（時間）

人数
（人）

平均時間数
（時間）

人数
（人）

平均時間数
（時間）

人数
（人）

平均時間数
（時間）

総務部 79 304 85 261 82 233 82 201 85 269

行政経営部 78 316 79 210 32 177 34 185 40 205

税務部 96 155 97 166 96 180 97 173 95 131

市民部 108 155 111 123 106 118 106 86 104 94

都市魅力部 38 162 39 198 37 150 38 147 37 190

児童部 461 131 452 149 463 99 475 84 470 96

福祉部 184 180 174 176 176 136 174 165 169 169

健康医療部 115 191 120 165 135 183 155 270 150 201

環境部 141 109 141 111 144 74 144 80 143 87

都市計画部 51 214 57 135 94 106 95 120 91 94

土木部 84 202 84 149 82 138 95 133 92 111

下水道部 4 322 4 256 4 168 4 109 5 98

会計室 9 169 9 152 10 148 10 91 11 63

消防本部 291 148 289 131 287 92 289 105 282 130

議会事務局 11 244 10 259 11 254 11 260 11 285

選挙管理委員会事務局 6 238 5 172 2 8 7 64 8 278

監査委員事務局 1 265 1 170 1 78 1 187 1 250

農業委員会事務局 1 238 1 21 1 1 1 18 1 279

学校教育部 134 55 137 65 151 67 151 63 151 71

地域教育部 77 158 76 172 84 152 87 159 83 156

合計 1,969 160 1,971 150 1,998 121 2,056 126 2,029 132

※人数は主査級以下の各年度決算人数（各年度3月時点）

※平均時間数は各年度の総時間外勤務時間数を各年度の人数で割って算出

　　　過去５年間の部局別時間外勤務時間数の推移

部局名

令和２年度
（2020年度）

平成30年度
（2018年度）

令和元年度
（2019年度）

令和４年度
（2022年度）

令和３年度
（2021年度）

総務部（ 21 ）





行政経営部資料





部 名
ペ ー ジ
番 号

資　料　名

行政経営 1 過去10年間の一般会計収支状況、財政調整基金の積立額・繰入額及び臨時財政対策債発行額の推移 乾

行政経営 2 過去10年間の予算及び決算における財政調整基金残高の推移 乾

行政経営 3 企業版ふるさと納税制度 江口

行政経営 4～6 過去５年間における財政調整基金の繰入状況及び残高 浜川 竹村

行政経営 7 令和４年度（2022年度）に実施した情報セキュリティ研修の状況等 江口

行政経営 8～19 第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 浜川

要求委員名





行政経営部企画財政室

(単位:千円)

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令 和 2 年 度 令 和 3 年 度 令 和 4 年 度

(2013年度) (2014年度) (2015年度) (2016年度) (2017年度) (2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度) (2022年度)

⑴ 歳 入 108,352,189 117,264,600 122,299,850 123,398,768 127,528,616 130,810,723 137,661,590 181,886,474 154,249,588 159,809,241

⑵ 歳 出 105,334,455 115,796,335 121,742,821 121,064,182 123,458,245 126,932,263 135,682,334 180,719,719 151,289,401 156,751,862

⑶
形 式 収 支
[ ⑴ - ⑵ ]

3,017,734 1,468,265 557,029 2,334,586 4,070,371 3,878,460 1,979,256 1,166,755 2,960,187 3,057,379

⑷
翌年度へ繰越すべき
財 源

982,919 357,262 389,338 1,809,299 1,544,233 1,423,126 1,570,025 725,141 366,889 1,737,482

⑸
実 質 収 支
[ ⑶ - ⑷ ]

2,034,815 1,111,003 167,691 525,287 2,526,138 2,455,334 409,231 441,614 2,593,298 1,319,897

⑹ 単 年 度 収 支 ※ １ 1,909,276 ▲ 923,812 ▲ 943,312 357,596 2,000,851 ▲ 70,804 ▲ 2,046,103 32,383 2,151,684 ▲ 1,273,401

⑺ 財政調整基金積立額 65,475 1,018,469 555,688 84,108 262,680 1,263,074 1,227,671 204,625 220,822 1,296,653

⑻ 市 債 繰 上 償 還 額 0 0 0 0 0 0 0 15,378 0 0

⑼ 財政調整基金繰入額 0 0 200,000 0 0 0 0 800,000 0 0

⑽
実 質 単 年 度 収 支
[ ⑹ + ⑺ + ⑻ - ⑼ ]

1,974,751 94,657 ▲ 587,624 441,704 2,263,531 1,192,270 ▲ 818,432 ▲ 547,614 2,372,506 23,252

⑾ 積 立 額 [ ⑺ 再 掲 ] 65,475 1,018,469 555,688 84,108 262,680 1,263,074 1,227,671 204,625 220,822 1,296,653

⑿ 繰 入 額 [ ⑼ 再 掲 ] 0 0 200,000 0 0 0 0 800,000 0 0

⒀ 年 度 末 残 高 ※ ２ 9,169,829 10,188,298 10,543,986 10,628,094 10,890,774 12,153,848 13,381,519 12,786,144 13,006,966 14,303,619

⒁ 0 0 0 0 0 0 0 1,700,000 0 1,000,000

※１　⑹単年度収支については、⑸実質収支から前年度の実質収支を控除した額を示しています。

※２　⒀財政調整基金の年度末残高については、５月31日時点の金額を示しています。

区 分

収
　
　
　
　
　
　
支

財
政
調
整
基
金

臨時財政対策債発行額

過去10年間の一般会計収支状況、財政調整基金の積立額・繰入額及び臨時財政対策債発行額の推移

行政経営部（１）



行政経営部企画財政室

(単位:千円)

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

(2013年度) (2014年度) (2015年度) (2016年度) (2017年度) (2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度) (2022年度)

⑴ 9,104,354 9,169,829 10,188,298 10,543,986 10,628,094 10,890,774 12,153,848 13,381,519 12,786,144 13,006,966

⑵ 積 立 額 389 246 153 139 164 17 19 22 9 29

⑶ 繰 入 額 1,700,000 4,000,000 5,500,000 4,000,000 5,500,000 5,100,000 5,600,000 6,500,000 6,100,000 7,257,090

⑷
残 高
[ ⑴ + ⑵ - ⑶ ]

7,404,743 5,170,075 4,688,451 6,544,125 5,128,258 5,790,791 6,553,867 6,881,541 6,686,153 5,749,905

⑸ 積 立 額 389 246 153 139 164 17 19 22 9 29

⑹ 繰 入 額 1,700,000 4,000,000 5,500,000 4,000,000 5,500,000 5,220,875 5,600,000 12,239,981 10,659,628 11,738,832

⑺
残 高
[ ⑴ + ⑸ - ⑺ ]

7,404,743 5,170,075 4,688,451 6,544,125 5,128,258 5,669,916 6,553,867 1,141,560 2,126,525 1,268,163

⑻ 積 立 額 65,476 1,018,470 555,689 84,109 262,681 1,263,075 1,227,673 204,626 220,823 1,296,653

⑼ 繰 入 額 1,400,000 1,800,000 2,000,000 2,800,000 1,800,000 2,500,000 3,500,000 4,609,999 3,516,622 4,448,928

⑽
残 高
[ ⑴ + ⑻ - ⑼ ]

7,769,830 8,388,299 8,743,987 7,828,095 9,090,775 9,653,849 9,881,521 8,976,146 9,490,345 9,854,691

⑾ 積 立 額 65,475 1,018,469 555,688 84,108 262,680 1,263,074 1,227,671 204,625 220,822 1,296,653

⑿ 繰 入 額 0 0 200,000 0 0 0 0 800,000 0 0

⒀ 期 末 残 高 ※

[ ⑴ + ⑾ - ⑿ ]
9,169,829 10,188,298 10,543,986 10,628,094 10,890,774 12,153,848 13,381,519 12,786,144 13,006,966 14,303,619

※　財政調整基金の期末残高については、５月31日時点の金額を示しています。

過去10年間の予算及び決算における財政調整基金残高の推移

決

算

現

計

予

算

（

決

算

調

整

前
）

当

初

予

算

現

計

予

算

（

決

算

調

整

後
）

期 首 残 高
[ 前 年 度 の ⒀ ]

行政経営部（２）



行政経営部企画財政室 

行政経営部（３） 

企業版ふるさと納税制度 

１ 概要 

企業版ふるさと納税制度は、国が認定した地方公共団体の地方創生プロジ

ェクトに対して企業が寄附を行った場合に、法人関係税から税額控除される

仕組みです。損金算入措置による軽減効果（寄附額の約３割）と合わせて、

最大で寄附額の約９割が軽減されます。 

 

 

２ 対象法人 

外国法人含め、青色申告書を提出している法人であること 

本社が市外に所在する法人が対象（この場合の本社とは、地方税法に 

おける「主たる事務所又は事業所」を指します。） 

※吹田市外に本社のある法人が対象となります。 

 

３ 寄附額 

１回当たり 10万円以上の寄附が対象 

 

 

４ 寄附の対象となる事業 

本市では、令和 2年（2020年）11月 6日付けで「吹田市まち・ひと・

しごと創生推進計画」が国の認定を受けました。 

「吹田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（計画期間：平成 27年度（2015

年度）～令和５年度（2023年度））に紐づく以下の４事業に関連する事業・

取組が寄附の対象となります。 

 事業名 具体的な事業例 

１ 

企業が成長し、地域経済

に元気をもたらすまち

づくり事業 

・健康・医療産業の創出 

・地域経済活性化につながる企業誘致 

・創業・第二創業の促進 

・商店街等の活性化  等 

２ 

「住む」「楽しむ」新たな

魅力が見つかるまちづ

くり事業 

・シティプロモーションによる効果的な

情報発信 

・安全・快適な道路環境の整備  等 

３ 

就職・子育ての希望がか

ない、未来を担う人材が

育つまちづくり事業 

・若者と市内企業のマッチング 

・質の高い幼児期の学校教育・保育の 

総合的な提供 

・吹田版ネウボラの整備 

・健やかに安心して学べる教育環境の 

充実  等 

４ 

誰もが安心して暮らせ

る「幸齢社会」が実現す

るまちづくり事業 

・「生涯活躍のまち」（健都版 CCRC）の

取組 

・「地域包括ケアシステム」の構築 

・災害に強いまちづくり 

・持続可能な都市経営の推進  等 



行政経営部企画財政室

（1）決算額の推移 （単位：千円）
平成30年度
（2018年度）

令和元年度
（2019年度）

令和2年度
（2020年度）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

積 立 金 1,263,074 1,227,671 204,625 220,822 1,296,653

繰 入 金 - - 800,000 - -

残 高 12,153,848 13,381,519 12,786,144 13,006,966 14,303,619

（2）予算額（積立金・繰入金）及び各予算編成時点の残高見込額の推移

平成30年度（2018年度） （単位：千円）

当初予算 補正第3号 補正第8号

積 立 金 17 1,263,058
( 累 計 額 ) (17) (1,263,075)

繰 入 金 5,100,000 120,875 ▲2,720,875
( 累 計 額 ) (5,100,000) (5,220,875) (2,500,000)

残 高 見 込 5,790,791 5,669,916 9,653,849

令和元年度（2019年度） （単位：千円）

当初予算 補正第9号

積 立 金 19 1,227,654
( 累 計 額 ) (19) (1,227,673)

繰 入 金 5,600,000 ▲2,100,000
( 累 計 額 ) (5,600,000) (3,500,000)

残 高 見 込 6,553,867 9,881,521

過去５年間における財政調整基金の繰入状況及び残高　　No.1

-

行政経営部（４）



行政経営部企画財政室

令和2年度（2020年度） （単位：千円）

当初予算 補正第1号 補正第3号 補正第5号 補正第6号 補正第7号 補正第8号 補正第9号

積 立 金 22
( 累 計 額 ) (22)

繰 入 金 6,500,000 2,339,691 896,963 39,229 146,047 5,077 159,058 563,118
( 累 計 額 ) (6,500,000) (8,839,691) (9,736,654) (9,775,883) (9,921,930) (9,927,007) (10,086,065) (10,649,183)

残 高 見 込 6,881,541 4,541,850 3,644,887 3,605,658 3,459,611 3,454,534 3,295,476 2,732,358

補正第10号 補正第11号 補正第12号 補正第13号 補正第14号 補正第15号 補正第16号

積 立 金 204,604
( 累 計 額 ) (204,626)

繰 入 金 87,290 393,290 580,000 ▲181,685 103,908 607,995 ▲7,629,982
( 累 計 額 ) (10,736,473) (11,129,763) (11,709,763) (11,528,078) (11,631,986) (12,239,981) (4,609,999)

残 高 見 込 2,645,068 2,251,778 1,671,778 1,853,463 1,749,555 1,141,560 8,976,146

令和3年度（2021年度） （単位：千円）

当初予算 補正第1号 補正第2号 補正第3号 補正第5号 補正第6号 補正第8号 補正第9号

積 立 金 9
( 累 計 額 ) (9)

繰 入 金 6,100,000 95,695 576,149 4,929 80,000 255 2,138,623 840,968
( 累 計 額 ) (6,100,000) (6,195,695) (6,771,844) (6,776,773) (6,856,773) (6,857,028) (8,995,651) (9,836,619)

残 高 見 込 6,686,153 6,590,458 6,014,309 6,009,380 5,929,380 5,929,125 3,790,502 2,949,534

補正第12号 補正第14号 補正第15号

積 立 金 220,814
( 累 計 額 ) (220,823)

繰 入 金 167,306 655,703 ▲7,143,006
( 累 計 額 ) (10,003,925) (10,659,628) (3,516,622)

残 高 見 込 2,782,228 2,126,525 9,490,345

-

- -

行政経営部（５）

- - - - - - -

- - - - -

過去５年間における財政調整基金の繰入状況及び残高　　No.2

- - - - - - -



行政経営部企画財政室

令和4年度（2022年度） （単位：千円）

当初予算 補正第1号 補正第2号 補正第4号 補正第5号 補正第6号 補正第7号 補正第8号

積 立 金 29
( 累 計 額 ) (29)

繰 入 金 7,257,090 ▲349,203 31,096 120,799 2,009,277 470,917 19,828 153,255
( 累 計 額 ) (7,257,090) (6,907,887) (6,938,983) (7,059,782) (9,069,059) (9,539,976) (9,559,804) (9,713,059)

残 高 見 込 5,749,905 6,099,108 6,068,012 5,947,213 3,937,936 3,467,019 3,447,191 3,293,936

補正第9号 補正第11号 補正第12号 補正第13号 補正第14号 補正第15号

積 立 金 1,296,624
( 累 計 額 ) (1,296,653)

繰 入 金 499,446 803,654 258,204 74,500 389,969 ▲7,289,904
( 累 計 額 ) (10,212,505) (11,016,159) (11,274,363) (11,348,863) (11,738,832) (4,448,928)

残 高 見 込 2,794,490 1,990,836 1,732,632 1,658,132 1,268,163 9,854,691

過去５年間における財政調整基金の繰入状況及び残高　　No.3

- - - - - - -

- - - - -

行政経営部（６）



行政経営部情報政策室 

 

令和４年度（2022年度）に実施した情報セキュリティ研修の状況等 

行政経営部（７） 

 １ 実施状況 

  名称 実施形式 対象者 受講者数 内容 

１ 新規採用時研修 集合研修 新規採用職員 113人 

・庁内ネットワークの説明 

・昨今の情報セキュリティに関するトピック 

・情報セキュリティの基礎 

・事例から考える個人演習 

２ 
ｅラーニング 

（特定個人情報保護） 
ｅラーニング 

マイナンバーを取扱う事務

に従事する職員のうち、所

属長が指定した者 

102人 

・マイナンバー制度に関する一般的な事項 

・情報連携に関する業務の流れ 

・自治体中間サーバー接続端末の操作方法 

・異常発生時の対応方法 

・マイナンバー制度から見た情報セキュリティ 

３ 情報セキュリティ研修 動画視聴 常勤職員 2,059 人 

・昨今の情報セキュリティに関するトピック 

・情報セキュリティの基礎 

・事例から考える個人演習 

・今後予定する情報セキュリティポリシー改定のポイント 

４ 
ｅラーニング 

（情報セキュリティ） 
ｅラーニング 希望者 40人 

・情報セキュリティとは 

・地方公共団体における情報セキュリティ対策 

・昨今の情報セキュリティ事情 

 

２ 評価等 

   令和４年度（2022年度）は、情報システムに関する情報漏えい等の事件・事故等は発生しておらず、研修の成果が出ているものと評価しています。 

   その一方で、ＤＸ推進に伴う対象業務の拡がりや、昨今のサイバー攻撃の高度化・巧妙化を受け、今後も研修内容のさらなる充実を図ることが必要で

あると認識しています。 



行政経営部情報政策室 

 

第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 No.１ 

行政経営部（８） 

 

 

 

注：記載している項目は、令和 4年度（2022年度）にアクションプラン見直しを行った後の 19項目。   

表中の「－」は、令和 4年度（2022年度）には目標となる指標が存在しないことを示す。 

「主管室課」は中心的に推進する室課、「関係室課」は推進を支援する室課を示す。 

 

 アクション

プラン 
評価指標 

予定（令和 4 年度

（2022 年度）） 
実績 備考 主管室課 関係室課 

1 
手続の電子

化 

電子化対象手続※における電子

化率 100％を目標とします。 

※概ね全ての手続きを対象とし

ますが、「件数が少ない」「技

術的に困難」等、相応の理由が

あるものは対象外とします。 

電子化率 

45％ 
64.9％ 

対象手続数 866 件のうち、562 件が電子化を

完了し、目標を達成しています。 

電子申込又

は電子申請

を実施する

全室課 

情報政策室 



行政経営部情報政策室 

 

第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 No.２ 

行政経営部（９） 

 

 
アクション

プラン 
評価指標 

予定（令和 4 年度

（2022 年度）） 
実績 備考 主管室課 関係室課 

2 

コンビニエ

ンスストア

等での証明

発行の拡充 

年度とともにコンビニ交付サ

ービスの認知率、利用率を向

上させ、令和 5 年度（2023 年

度）には全体の約 15%がコン

ビニ交付となることを目標と

します。 

【令和 5 年度（2023 年度）目

標】 

課税所得証明書 

年間約 45,000 件のうち 7,000

件 

住民票・戸籍謄抄本・印鑑登

録等証明書 

年間約 388,000 件のうち

58,300 件 

課税所得 

証明書   

6,500 件 

 

住民票等  

46,600 件 

 

課税所得 

証明書 

7,887 件  

 

住民票等  

82,369 件

  

【課税所得証明書】 

令和 4 年度（2022 年度）コンビニ交付件数は

7,887 件、コンビニ交付も含めた令和 4 年度

（2022 年度）課税所得証明書の件数は

48,450 件です。コンビニ交付利用率 16.3％

となり、目標を達成しています。 

【住民票等】 

令和 4 年度（2022 年度）コンビニ交付件数は

82,369 件、コンビニ交付も含めた令和 4 年度

（2022 年度）住民票の写し・戸籍全部（個

人）事項証明書・印鑑登録証明書等発行件数

は 338,801 件です。コンビニ交付利用率

24.3％となり、目標を達成しています。 

税制課 

市民課 
なし 



行政経営部情報政策室 

 

第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 No.３ 

行政経営部（10） 

 

 
アクション

プラン 
評価指標 

予定（令和 4 年度

（2022 年度）） 
実績 備考 主管室課 関係室課 

3 

Ｗｅｂ施設

予約システ

ムの導入 

Ｗｅｂ施設予約システムによ

り空き状況の確認や予約手続

を行える各種公共施設数を令

和 5 年度（2023 年度）までに

34 施設に増やします。 

導入施設数 

 31 施設 

導入施設数 

 32 施設 

令和 3 年度（2021 年度）までの 28 施設に加

えて、令和 4 年度（2022 年度）は新たに、総

合福祉会館、北千里地区公民館、交流活動

館、男女共同参画センターをシステム利用可

能としました。その結果 32 施設が導入済と

なり、目標を達成しています。 

Ｗｅｂ施設

予約を実施

する室課 

情報政策室 

4 

ホームペー

ジ等におけ

る情報発信

の充実 

ホームページの月平均閲覧者

数を毎年向上させ、令和 9 年度

（2027年度)に 200,000人を目

標とし、令和 5 年度（2023 年

度）には 174,000 人目標としま

す。 

 

吹田市役所公式 SNS（Twitter、

Facebook、LINE）の登録者数

90,400 人[令和 2 年（2020年）

3月時点の登録者数 53,051人]

を目標とします。 

閲覧者数  

  167,500 人

  

登録者数  

    83,200 人

  

閲覧者数  

436,942 人

  

登録者数     

82,759 人

  

ホームページについて令和 4 年度（2022 年

度）閲覧者数は大きく目標を上回りました。

一方、吹田市公式 SNS の登録者数については

目標未達でした。令和 2 年度（2020 年度）及

び令和 3 年度（2021 年度）は新型コロナウイ

ルスやワクチン接種関係情報などの情報発信

を行っていましたが、令和 4 年度（2022 年

度）については、一定これらの情報発信も落

ち着いたため、登録者数の増加率が低下した

ことが原因と考えられます。 

広報課 

全室課  
情報政策室 



行政経営部情報政策室 

 

第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 No.４ 

行政経営部（11） 

 

 
アクション

プラン 
評価指標 

予定（令和 4 年度

（2022 年度）） 
実績 備考 主管室課 関係室課 

5 

オープンデ

ータの推進

と地図情報

の活用 

オープンデータページの閲覧

数を年間 1,500 人ずつ増やす

ことを目標とします。[令和 2

年度（2020 年度） 14,042

人] 

オープンデータ 

閲覧数 

15,500 人 

オープンデ

ータ 

閲覧数 

14,320 人 

閲覧数の目標が未達となりました。今後は、公

開ニーズの高いデータの精査等が課題です。 
全室課 

広報課 

情報政策室

市民総務室 

6 

健康増進支

援のための

システム導

入 

特定健康診査の受診率及び特

定保健指導の実施率を本市デ

ータヘルス計画に掲げている

値（令和 5 年度（2023 年度） 

特定健診 52％、保健指導

80％）まで向上させます。 

[平成 29 年度（2017 年度）特

定健診 45.7%、保健指導

16.8%] 

特定健診 

51％ 

保健指導 

75％ 

特定健診 

41.2% 

保健指導 

31.1％ 

特定健診・保健指導どちらも目標未達でした。 

60 歳未満の就労世代の受診率・受講率が低いた

め、就労世代のニーズに合わせた、ＩＣＴの活用

による効果的な啓発や受診勧奨、保健指導の実施

をさらに進める必要があります。 

また、電子申込システムを活用した健診等の申込

やオンラインでの健康講座など、順次ＩＣＴ化を

進めて、市民の利便性を図っています。 

成人保健課 

母子保健課 

地域保健課 

なし 



行政経営部情報政策室 

 

第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 No.５ 

行政経営部（12） 

 

 

 

 
アクション

プラン 
評価指標 

予定（令和 4 年度

（2022 年度）） 
実績 備考 主管室課 関係室課 

7 

情報共有で

きるシステ

ム導入 

市の主管部門と委託事業者、

市民グループの代表等が、リ

アルタイムで情報共有ができ

るシステムの導入を進め、高

齢者向けのインフォーマルサ

ービス※の創出や活用を促進

し、令和 5 年度（2023 年度）

までにシステム利用登録者数

1,000 人を目標とします。 

※法律や制度を使わないサー

ビス 

500 人 682 人 

目標を達成しており、今後も新型コロナウイ

ルス感染症が 5 類に移行し、社会参加活動へ

の関心が高まることから、利用者は増加する

と見られます。 

高齢福祉室 なし 



行政経営部情報政策室 

 

第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 No.６ 

行政経営部（13） 

 

 

 
アクション

プラン 
評価指標 

予定（令和 4 年度

（2022 年度）） 
実績 備考 主管室課 関係室課 

8 
図書館資料

の電子化 

地域資料等のデジタル化点数

について、年間 150 点ずつ増

やすことを目標とします。 

【令和 5 年度（2023 年度）目

標 450 点】 

電子書籍年間回転数（電子書

籍１冊あたりの年間貸出回数

を表す値。貸出数÷所蔵点

数）の（令和 3 年（2021 年）7

月から同年 12 月）実績値１点

あたり 2.8 回を基準に、令和 5

年度（2023 年度）に１点あた

り 3 回を目標とします。 

地域資料     

300 点 

 

電子書籍回転数     

2.9 回 

地域資料  

 74 点  

 

電子書籍回

転数     

6.56 回 

評価指標である地域資料（吹田市に関する歴史

的な資料及び文化、行政、市民生活などあらゆ

る分野に係る資料）のデジタル化点数につい

て、目標未達となりました。一方で、電子書籍

の購入に併せて、GIGA スクール端末に図書館

利用 ID を配付することで、全小中学生が電子

書籍の利用が可能となる環境整備を行いデジ

タルでのサービス提供環境を整備しました。 

中央図書館  なし 



行政経営部情報政策室 

 

第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 No.７ 

行政経営部（14） 

 

 

 
アクション

プラン 
評価指標 

予定（令和 4 年度

（2022 年度）） 
実績 備考 主管室課 関係室課 

9 

入園事務支

援のための

システム再

構築 

市民の窓口での待ち時間につ

いては、最大 15 分以内までに

短縮します。入所選考時間に

ついては、平成 29 年度（2017

年度）実績より 600 時間短縮

します。 

[平成 30 年度（2018 年度）最

大待ち時間 240 分] 

窓口 

15 分以内 

 

選考 

600 時間 

窓口 

15 分 

 

選考 

620 時間 

令和 2 年度（2020 年度）に窓口予約システム

を導入したことにより、目標を達成しまし

た。 

入所選考に係る事務処理についても、職員 4

人×7.75 時間×20 日（4 週間）の 620 時間削

減となり、目標を達成しました。 

保育幼稚園

室 
なし 



行政経営部情報政策室 

 

第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 No.８ 

行政経営部（15） 

 

 アクション

プラン 
評価指標 

予定（令和 4 年度

（2022 年度）） 
実績 備考 主管室課 関係室課 

10 

小中学校の

ＩＣＴ環境

の充実 

各教室のプロジェクターの利

用率（1 日 1 回以上使用した日

を計上）を令和 5 年度（2023

年度）100％まで上げます。 

 

 実務に沿ったネットワーク

再構築・システム再構築によ

り、教職員の残業時間を削減

します。令和 5 年度（2023 年

度）に教職員年間総残業時間

（令和 2 年度（2020 年度）

664,925 時間（1,667 人））の

20%削減を目標とします。 

プロジェクター 

90% 

 

残業時間削減 

5% 

プロジェク

ター 

91.2% 

残業時間削

減 

-13.7% 

プロジェクターの使用率については、教職員

を対象とした ICT の使用状況アンケート調査

の回答により把握し、全 747 件の回答中 681

件が「使用した」との回答があったため、目

標を達成しました。 

残業時間については目標未達となりました。

新型コロナウイルス感染症対応により、業務

が増加したことが原因と考えられます。 

教育 

センター 

教育未来創

生室 

11 

施設のＩＣ

Ｔ環境の充

実 

令和 4 年度（2022 年度）まで

に避難所施設の公衆無線 LAN

（Wi-Fi）整備率を 100％とし

ます。 

整備率 

100％ 

整備率 

93％ 

令和 4 年度（2022 年度）までに指定避難所

135 か所のうち 125 か所への整備が完了しま

した。 

整備しなかった 10 か所については、避難所の

指定解除を予定していたもので、すでに令和

5 年（2023 年）8 月に指定解除を完了してい

ることから、実質的な整備率は 100％となっ

ています。 

まなびの 

支援課 

市民自治 

推進室 

危機管理室 

その他施設

を管理する

室課 

情報政策室 



行政経営部情報政策室 

 

第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 No.９ 

行政経営部（16） 

 

 アクション

プラン 
評価指標 

予定（令和４年度

（2022 年度）） 
実績 備考 主管室課 関係室課 

12 

災害時の情

報収集の強

化 

ドローン操縦資格を持った職

員を令和 5 年度（2023 年度）

までに 20 人確保します。[平

成 30 年度（2018 年度）（2 月

末現在）2 人] 

16 人 20 人 

「吹田市消防本部無人航空機運用管理要

領」第 5条第３項に示す、「ドローン操縦者

名簿」に記名されている者が 20名となり、

目標を達成しています。 

消防本部 

警防救急室 
危機管理室 

13 

街頭防犯カ

メラのネッ

トワーク対

応の推進 

既設の街頭防犯カメラをネッ

トワーク対応（ＩｏＴ）機器

に更新するとともに全体の設

置台数を 899 拠点に増やしま

す。 

613 拠点 613 拠点 
小学校区や駅周辺に整備を進め、目標を達成

しています。 
危機管理室 なし 

14 
働き方改革

の推進 

オンライン会議システムを用

いた会議の開催回数を、令和 2

年度（2020 年度）実績値の

2,124 回を基準として年間

3,000 回を目標とします。 

 

 テレワーク実施者（1 回以上

システムを利用した職員数）

1,000 人を目標とします。 

会議システム   

2,700 回  

テレワーク実施 

500 人 

会議システ

ム   

2,741 回  

テレワーク

実施 

400 人 

会議システムの利用については目標を達成し

ました。新型コロナウイルス感染症拡大に伴

い、オンライン会議のニーズが高まったこと

から、会議システムの使用回数が増加したと

考えられます。テレワークについては目標未

達となりました。新型コロナウイルス感染症

が 5 類に移行したことに伴い、様々な角度か

ら整備を進めることが課題です。 

情報政策室 
総務室 

人事室 



行政経営部情報政策室 

 

第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 No.10 

行政経営部（17） 

 

 
アクション

プラン 
評価指標 

予定（令和４年度

（2022 年度）） 
実績 備考 主管室課 関係室課 

15 

文書管理事

務等の電子

化と効率化 

導入当初は、文書管理システ

ムで収受・作成する起案文書

等の電子化率 70％を目指し、

その後も段階的に拡大してい

きます。 

－ － 

令和 5 年（2023 年）1 月より、システムを導

入しており、令和 4 年度（2022 年度）は評価

対象外となります。 

法制室 

会計室 
情報政策室 

16 

最新技術の

活用と調査

研究 

ＲＰＡやＡＩ等の導入による

単純事務作業に係る時間をそ

れまでの業務時間と比較し、

毎年合計 6,060 時間削減する

ことを目標とします。 

年間 

4,110 時間 

年間 

6,497 時間 

RPA 導入による業務削減時間：6,203 時間（13

業務） 

AI 議事録作成支援システム導入による業務削

減時間：100 時間（303 件） 

AI-OCR 導入による業務削減時間：194 時間（3

業務） 

様々な業務に最新技術を用いることで、業務

時間削減を達成しています。 

情報政策室 

全室課 
なし 

17 

情報セキュ

リティの強

化 

全職員が情報セキュリティ研

修を受講することを目標とし

ます。 

受講率 

100％ 

受講率 

69％ 

対象職員 3,029 人のうち、2,099 人が受講。

目標の 100％受講とならず、目標未達となり

ました。受講時間が長いこと等が原因と考え

られます。 

情報政策室 

市民総務室 

人事室 

全室課 

なし 



行政経営部情報政策室 

 

第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 No.11 

行政経営部（18） 

 

 

 

 
アクション

プラン 
評価指標 

予定（令和４年度

（2022 年度）） 
実績 備考 主管室課 関係室課 

18 

キャッシュ

レス決済の

導入拡充 

令和 5 年度（2023 年度）時点

の目標として、キャッシュレ

ス決済（コード決済※・セミ

セルフレジ・コード決済請求

書払い等）の導入室課の割合

を 100％に、コード決済が可能

な歳入の種類を 100 種類にし

ます。 

※窓口に設置した QR コードを

利用者がスマートフォンで読

み取るなど、二次元コードを

用いた電子決済システムのこ

と。 

 

導入室課  

70% 

 

コード決済を 

利用可能な歳入 

80 種類 

導入室課  

49% 

 

コード決済

を 

利用可能な

歳入 

69 種類 

令和 4 年度（2022 年度）については、実績が

予定を下回ったものの、市民課における各種

証明手数料など、窓口を中心にキャッシュレ

ス決済の導入を進めることができました。 

キャッシュ

レス決済を

導入する全

室課 

企画財政室 



行政経営部情報政策室 

 

第４期情報化推進計画に掲げるアクションプランの進捗状況 No.12 

行政経営部（19） 

 

 

 

 
アクション

プラン 
評価指標 

予定（令和４年度

（2022 年度）） 
実績 備考 主管室課 関係室課 

19 

情報システ

ム等の標準

化・共通化 

令和 6 年度（2024 年度）稼働

を目指す住民記録、税務の２

業務について、令和 5 年度

（2023 年度）に標準準拠シス

テムの構築を開始することを

目標とします。(その他の対象

業務は、令和 6 年度（2024 年

度）構築開始、令和 7 年度

（2025 年度）稼働開始を予定) 

－ － 

対象業務については、令和 5 年度（2023 年

度）着手のため、令和 4 年度（2022 年度）

は、評価対象外となります。 

対象システ

ム所管室課 
情報政策室 





税務部資料





部 名
ペ ー ジ
番 号

資　料　名

税 務 1 過去10年間の市税収入の当初見込額及び決算額の比較 乾

税 務 2～3 過去10年間の市税の課税誤りの件数、内容及びその対応 乾

税 務 4～7 新芦屋下周辺の地番参考図 江口

税 務 8 市税の不納欠損額及び収入未済額の状況（過去５年間） 浜川

要求委員名





税務部税制課

（単位：千円）

年度
平成25年度
（2013年度）

平成26年度
（2014年度）

平成27年度
（2015年度）

平成28年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

令和元年度
（2019年度）

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

当初見込額（A) 61,403,049 62,098,960 62,602,974 63,644,145 64,950,267 65,629,822 66,999,032 67,626,650 65,556,758 68,138,520

決算額（B) 62,607,964 64,158,987 63,614,241 65,513,088 66,259,532 67,246,075 68,358,693 67,703,862 69,646,879 70,515,034

決算額－当初見込額
（B)－（A)

1,204,915 2,060,027 1,011,267 1,868,943 1,309,265 1,616,253 1,359,661 77,212 4,090,121 2,376,514

過去10年間の市税収入の当初見込額及び決算額の比較

税務部（１）



処理年度 税目 件数

平成25年度
（2013年度）

平成26年度
（2014年度）

平成27年度
（2015年度）

平成28年度
（2016年度）

固定資産税
都市計画税

41戸
(41戸)

軽自動車税
45台
(45台)

※件数欄の上段は当該年度の件数。件数欄下段の（）書きの数値は当該年度及び過年度の件数。

税務部税制課

過去10年間の市税の課税誤りの件数、内容及びその対応 No.1

内容 対応

平成29年（2017年）1月に税務システムの更新を
行ったが、軽自動車の廃車申告書の入力が漏れ
ていたことにより、本来課税対象外の二輪所有者
に納付書を送付した。

・廃車処理入力漏れの判明後、直ちに課税を取消
し、対象者にお詫びと課税取消の文書を送付し
た。
・議員報告及び報道提供を行った。

平成29年度
（2017年度）

平成29年（2017年）1月に税務システムの更新を
行ったが、共同住宅を所有している納税義務者に
おいて、土地の固定資産税及び都市計画税の算
定が漏れていたことにより、納税通知書を差し替え
た。

・正しく税額を算定し、対象者にお詫び文書と通知
書等を送付した。
・議員報告及び報道提供を行った。

－

－

－

－

税務部資産税課

税務部市民税課

税務部（２）



処理年度 税目 件数

平成30年度
（2018年度）

個人市民税
0件

（242件）

固定資産税
都市計画税

2,691戸
(2,691戸）

令和2年度
（2020年度）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

※件数欄の上段は当該年度の件数。件数欄下段の（）書きの数値は当該年度及び過年度の件数。

－

昭和47年(1972年）から昭和49年（1974年）に建築
された市内のマンションの内、一部マンションにつ
いて、その用途を本来共同住宅と登録すべきとこ
ろを誤って居宅と登録していた結果、評価替え毎
に適用すべき減価率に誤りがあり、平成24年度
（2012年度）（一部は平成12年度（2000年度））から
適正な評価額にならず、課税に誤りが生じた。

・正しく税額を算定し、対象者にお詫び文書と通知
書等を送付した。
・議員報告及び報道提供を行った。

過去10年間の市税の課税誤りの件数、内容及びその対応 No.2

内容 対応

市民税・府民税の納税通知書の送達後に確定申
告書が提出された場合は、当該所得等を市民税・
府民税の税額に算入できないこととなっているが、
誤って確定申告書の内容に基づき税額を算定し
た。

・正しく税額を算定し、対象者にお詫び文書と通知
書等を送付した。
・未納付である対象者には、納付勧奨のため個別
に対象者の自宅を訪問した。
・議員報告及び報道提供を行った。

令和元年度
（2019年度）

－

税務部税制課

税務部資産税課

税務部市民税課

－

－

税務部（３）



税務部 資産税課 

新芦屋下周辺の地番参考図 No.1 

 

税務部（４） 



税務部 資産税課 

新芦屋下周辺の地番参考図 No.2 

 

税務部（５） 



税務部 資産税課 

新芦屋下周辺の地番参考図 No.3 

 

税務部（６） 



税務部 資産税課 

新芦屋下周辺の地番参考図 No.4 

 

税務部（７） 



税務部納税課

（単位：円）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

不納欠損額 122,244,814 88,484,192 61,975,009 40,584,432 52,227,246

市民税（個人） 88,832,578 46,984,168 39,215,353 27,599,810 36,352,925

市民税（法人） 4,139,770 2,585,605 6,878,554 3,096,964 1,961,995

固定資産税 21,829,177 29,411,582 11,196,100 6,658,694 9,883,839

軽自動車税 1,856,500 1,950,800 1,799,149 1,533,590 1,095,602

市たばこ税 0 0 0 0 0

事業所税 0 0 0 0 409,978

都市計画税 5,586,789 7,552,037 2,885,853 1,695,374 2,522,907

収入未済額 1,102,723,230 1,013,281,483 2,038,285,674 793,665,632 752,652,203

市民税（個人） 650,328,576 600,369,656 540,748,149 470,438,126 454,629,801

市民税（法人） 25,573,844 31,838,560 86,955,677 24,062,811 22,922,972

固定資産税 320,011,972 283,126,654 1,161,187,347 219,237,805 204,291,375

軽自動車税 24,251,329 22,096,208 18,675,558 16,253,665 15,925,172

市たばこ税 5,362 0 32,786 31,785 31,785

入湯税 0 0 0 5,056,075 0

事業所税 0 3,186,000 15,300,600 3,128,000 2,914,400

都市計画税 82,552,147 72,664,405 215,385,557 55,457,365 51,936,698

　　　　　　　　　　　　年度
　区分

市税の不納欠損額及び収入未済額の状況（過去５年間）

税務部（８）



会計室資料





部 名
ペ ー ジ
番 号

資　料　名

会 計 室 1 過去５年間の基金の運用状況等 乾

要求委員名









消防本部資料





部 名
ペ ー ジ
番 号

資　料　名

消 防 1 「消防力の整備指針」の達成状況 竹村

消 防 2 過去３年間の消防職員の人事異動における異動日及び内示日 泉井

消 防 3 過去５年間の救急講座の開催回数及び参加者数 浜川

消 防 4 救急車の出動件数、到着時間、病院等への搬送時間に関する近隣他市との比較 竹村

要求委員名









　　　　

学校関係 一般市民 事業所 官公庁 合　計

実施回数（回） 113 83 56 7 259

実施人数（人） 5,500 4,336 1,107 175 11,118

実施回数（回） 112 81 57 9 259

実施人数（人） 5,205 3,961 1,226 218 10,610

実施回数（回） 41 17 14 2 74

実施人数（人） 2,836 257 190 22 3,305

実施回数（回） 40 22 34 2 98

実施人数（人） 2,388 363 367 21 3,139

実施回数（回） 91 74 81 8 254

実施人数（人） 4,100 1,265 699 107 6,171

消防本部（3）

令和２年度（２０２０年度）

令和４年度（２０２２年度）

令和３年度（２０２１年度）

消防本部警防救急室

令和元年度（２０１９年度）

平成30年度（２０１８年度）

過去５年間の救急講座の開催回数及び参加者数



吹田市 豊中市 茨木市 高槻市

出動件数（件） 17,644 22,088 14,506 20,105

到着時間（分） 7.0 6.0 8.4 8.4

病院搬送時間（分） 28.5 30.4 27.9 24.0

出動件数（件） 17,651 21,937 14,499 20,098

到着時間（分） 6.8 6.4 8.7 8.9

病院搬送時間（分） 29.2 30.8 28.0 25.0

出動件数（件） 21,529 26,199 17,810 23,776

到着時間（分） 7.5 7.3 9.2 9.2

病院搬送時間（分） 33.3 34.3 31.8 29.1

※到着時間は１１９番覚知から現場到着までの時間をいいます。

※病院搬送時間は、現場到着から病院到着までの時間をいいます。

※時間の表記につきましては、他市と合わせるため、小数点第１位までの分表記としています。
※豊中市の数字は能勢町の件数と時間を含めていません。

消防本部（4）

令和２年（２０２０年）

令和４年（２０２２年）

消防本部警防救急室

令和３年（２０２１年）

救急車の出動件数、到着時間、病院等への搬送時間に関する近隣他市との比較



公平委員会事務局資料





部 名
ペ ー ジ
番 号

資　料　名

公平委員会
事 務 局 1 本市に届出のある職員団体等の名称、概要及び所在地 後藤

公平委員会
事 務 局 2 過去5年間（平成30年度（2018年度）～令和4年度（2022年度））の公平委員会への相談件数及びその内容 後藤

要求委員名





公平委員会事務局 

 

本市に届出のある職員団体等の名称、概要及び所在地 

 

名称 概要 所在地 

吹田市教職員組合 

登録年月日：昭和 41年（1966年）10月 12日 

組合員数：541人 

役員数：22人 

 

吹田市千里山東２丁目 19番 21号 

 

吹田市職員労働組合 

登録年月日：昭和 41年（1966年）11月 17日 

組合員数： 984人 

役員数：14人 

 

吹田市泉町１丁目３番 40号 

 

吹田教職員組合 

登録年月日：平成２年（1990年）１月 19日 

組合員数：85人 

役員数：10人 

 

吹田市岸部北４丁目 12番１号 

 

    ※組合員数及び役員数は、令和４年度（2022年度）の登録事項変更の届出時点の人数です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公平委員会事務局( 1 ) 

 



公平委員会事務局 

 

過去 5年間（平成 30年度（2018年度）～令和 4年度（2022年度））の公平委員会への相談件数及びその内容 

 

 相談件数 内     容 

平成 30年度 

（2018年度） 
6件 

 

服務、転任、任用、パワーハラスメント 

 

令和元年度 

（2019年度） 
3件 

 

転任、任用、人事評価 

 

令和 2年度 

（2020年度） 
7件 

 

給与、休暇、パワーハラスメント、その他 

 

令和 3年度 

（2021年度） 
5件 

 

勤務時間、執務環境、任用、パワーハラスメント 

 

令和 4年度 

（2022年度） 
6件 

 

休暇、執務環境、人事評価、パワーハラスメント 

 

 

計 

 

27件 

 

 

 

公平委員会事務局( 2 ) 

 


